
 （介護予防）認知症対応型デイサービスひまわり 

【共用型】 

 利用約款 

 

 

（約款の目的） 

第１条 認知症対応型デイサービスひまわり（以下「当事業所」という。）は、要介護状態又

は要支援と認定され認知症の状態にある利用者（以下「利用者」という。）に対し、

介護保険法令の趣旨に従って、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことが

できるよう、（介護予防）認知症対応型通所介護（以下「事業」という。）を提供し、

一方、利用者及び利用者を扶養する者（以下「扶養者」という。）は、当事業所に対

し、その事業に対する料金を支払うことについて取り決めることを、本約款の目的と

します。 

 

（適用期間） 

第２条 本約款は、利用者が事業の利用同意書を当事業所に提出したのち、令和８年６月１日 

以降から効力を有します。但し、扶養者に変更があった場合は、新たに同意を得るこ

ととします。 

２ 利用者は､前項に定める事項の他､本約款､別紙１、別紙２及び別紙３の改定が行われな 

い限り､初回利用時の同意書提出をもって､繰り返しサービスを利用することができる

ものとします｡ 

 

（利用者からの解除） 

第３条 利用者及び扶養者は、当事業所に対し、利用中止の意思表明をすることにより、本約 

款に基づくサービス利用を解除・終了することができます。なお､この場合には速やか

に当事業所に連絡するものとします｡ 

但し､利用者が正当な理由なく､利用期間中に利用中止を申し出た場合については､

原則､基本料金及びその他ご利用いただいた費用を当事業所にお支払いいただきます｡ 

 

（当事業所からの解除） 

第４条 当事業所は、利用者及び扶養者に対し、次のいずれかの事由が発生した場合は、本約 

款に基づくサービス利用を解除・終了することができます。 

① 入居者が要介護認定において、自立と認定された場合 

② 利用者及び扶養者が､本約款に定める利用料金を３か月分以上滞納しその支払い 

を督促したにもかかわらず 30 日間以内に支払われない場合 

③ 利用者の病状、心身状態等が著しく悪化し、当事業所での適切なサービスの提供 

ができないと判断された場合 

④ 利用者又は扶養者が、当事業所の職員又は他の入居者等に対して、利用継続が困 

難となる程度の著しい迷惑行為（暴力、乱暴な言動、ハラスメント等）又は反社 

会的行為を行った場合 

⑤ 天災、災害、施設・設備の故障、その他やむを得ない理由により利用させること 

ができない場合 

 

 



（サービスの提供記録等） 

第５条 当事業所は、利用者のサービスの提供に関する記録を作成し、その記録を利用終了後 

５年間は保管します。 

２ 当事業所は、利用者が前項の記録の閲覧・謄写を求めた場合には、原則としてこれに

応じます。但し、扶養者に対しては、入居者の承諾その他必要と認められる場合に限

り、これに応じます。 

 

（利用料金及び支払い方法） 

第６条 利用者及び扶養者は、連帯して、当事業所に対し、本約款に基づくサービスの対価と 

して、別紙２の利用単位ごとの料金をもとに計算された、月ごとの合計額及び利用者

が個別に利用したサービスの提供に伴い必要となる額の合計額を、支払う義務があり

ます。 

２ 当事業所は、利用者及び扶養者が指定する送付先に対し、前月料金の合計額の請求 

書及び明細書を、毎月１５日までに発行し、所定の方法により交付する。利用者及び

扶養者は、連帯して、当事業所に対し、当該合計額をその月の末日までに支払うもの

とします。なお、支払いの方法は別途話し合いの上、双方合意した方法によります。 

３ 当事業所は、利用者又は扶養者から、１項に定める利用料金の支払いを受けたときは、 

利用者又は扶養者の指定する者に対して、領収書を所定の方法により交付します。 

 

（身体の拘束等） 

第７条 当事業所では、利用者に対する身体拘束を原則として行いません。万一利用者本人又 

    は他の利用者、職員等の生命又は身体を保護するために緊急やむを得ない場合のみ、 

ご家族に当事業所の「身体拘束に関する説明書」の了承および文書による同意を受け 

た上で、その条件と期間内にて身体拘束等を行うこととします。 

２ 前項の規定における身体拘束等を行った場合は、可能な限り早期に身体拘束等を解除 

できるよう、適切な技術をもって援助を行うものとします。 

 

（虐待の防止のための措置） 

第８条 当事業所は、利用者などの人権の擁護・虐待の防止等のために、次にあげるとおり必 

要な措置を講じます。 

① 虐待の防止のための指針を整備すること 

② 虐待を防止するための従業者に対する研修の実施 

③ 利用者及びその家族からの苦情処理体制の整備 

④ 上記措置を適切に実施するための担当者を置くこと 

⑤ 虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果 

について従業者に周知徹底を図ることその他虐待防止のために必要な措置 

２ 当事業所は、虐待を受けている恐れがある利用者を発見した場合、ただちに防止策を 

  講じ、市町村へ報告する。 

 

（賠償責任） 

第９条 サービスの提供に伴って当事業所の責に帰すべき事由によって、利用者が損害を被っ 

た場合、当事業所は、利用者に対して、損害を賠償するものとします。ただし、利用 

者側にも責任が認められる場合は、利用者の置かれた心身の状況を斟酌して相当と認 

められる場合には、損害賠償責任を減じる事ができるものとします。 

２ 利用者の責に帰すべき事由によって、当事業所が損害を被った場合、利用者及び扶養

者は、連帯して当事業所に対し、その損害を賠償するものとします。ただし、当事業

所側にも責任が認められる場合は、当事業所の状況を斟酌して相当と認められる場合

には、損害賠償責任を減じる事ができるものとします。 



（秘密の保持及び個人情報の保護） 

第１０条 当事業所とその職員は、当法人の個人情報保護方針に基づき、業務上知り得た利用 

者又は扶養者若しくはその家族等に関する個人情報の利用目的を別紙３のとおり定 

め、適切に取り扱います。また正当な理由なく第三者に漏らしません。但し、例外 

として次の各号については、法令上、介護関係事業者が行うべき義務として明記さ 

れていることから、情報提供を行なうこととします。 

① サービス提供困難時の事業者間の連絡、紹介等 

② 居宅介護支援事業所等との連携 

③ 利用者が偽りその他不正な行為によって保険給付を受けている場合等の市町村 

への通知 

④ 利用者に病状の急変が生じた場合等の主治の医師への連絡等 

⑤ 生命・身体の保護のため必要な場合（災害時において安否確認情報を行政に提 

供する場合等） 

２ 前項に掲げる事項は、利用終了後も同様の取扱いとします。 

 

（要望又は苦情等の申出） 

第１１条 利用者及び扶養者は、提供されたサービスに要望又は苦情等がある場合は、事業者、 

市町村及び国民健康保険団体連合会に対していつでも申し出ることができます。 

（別紙１参照） 

２ 事業者は、苦情対応の窓口責任者及びその連絡先を明らかにするとともに、苦情の 

申し立て又は相談があった場合には、迅速かつ適切に対応します。 

 

（緊急時における対応） 

第１２条 利用者に緊急の事態が発生した場合、事業所の看護師等が適切な対応を行うととも 

に、利用者の主治の医師に速やかに連絡し、適切な処置を講じます。 

２ 利用者及び扶養者が指定する者に対し、緊急に連絡します。 

 

（事故発生時の対応） 

第１３条 利用者に対するサービス提供等により事故が発生した場合は、速やかに市町村、ご 

家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

２ 事故の状況及び対応方法について記録します。 

３ 賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行います。 

４ 事故が生じた際の鯨飲を解明し、再発生を防ぐための対策を講じます。 

 

（衛生管理等） 

第１４条 利用者の使用する食器その他の設備、又は飲用に供する水について、衛生的な管理 

に努めるとともに、衛生上必要な措置を講じます。 

２ 感染予防と対策として、ノロウィルス・インフルエンザ等の感染症予防マニュアル 

及び感染症発生時の業務継続計画を整備し、従業者に周知徹底します。 

３ 感染症の予防及びまん延防防止の為の指針を整備します。 

４ 感染症対策委員会を設置しおおむね６カ月に１回以上開催し、その結果について従 

業者に周知徹底を図ります。 

５ 従業者全員に研修及び訓練を定期的に行うこととします。 

 

 

 

 

 



（非常災害対策） 

第１５条 消防法に基づく防災管理者を設置し、火元責任者は事業所の管理者とします。 

 ２ 始業時及び就業時には、火災危険防止のため自主的に点検を行います。 

   ３ 非常災害時の整備は常に有効に保持するように努めます。 

 ４ 防火管理者は、従業者に対して防火教育、防火訓練を行います 

 

 

（業務継続計画の策定） 

第１６条 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する介護保険サービス 

の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るため 

の計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要

な措置を講じます。 

２ 従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定 

期的に実施します。 

３ 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行いま 

す。 

 

（ハラスメント対策） 

第１７条 事業所のハラスメント対策については、医療法人恕泉会の定める規定及び指針に沿 

って行動します。また、職場におけるハラスメント防止に努めるとともに、利用者、

家族及び関係者からの暴言、暴力、威圧的言動、不当要求、誹謗中傷、セクシャル

ハラスメント、カスタマーハラスメント（以下「ハラスメント行為」という。）に対

しては、職員の人格及び就業環境を守る観点から、組織として適切に対応します。 

２ ハラスメント行為が確認された場合には、サービス提供の継続について協議を行い、

状況により関係機関への相談、警察への通報、契約の終了等を含めた対応を行う場

合があります。なお、円滑かつ適切なサービス提供のため、利用者及び家族等に対

して相互の信頼関係に基づく対応をお願いします。 

 

（利用契約に定めのない事項） 

第１８条 

 この約款に定められていない事項は、介護保険法令その他諸法令に定めるところにより、

利用者又は扶養者と当事業所が誠意をもって協議して定めることとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



＜別紙１＞ 

「認知症対応型デイサービスひまわり」のご案内 

（令和８年６月１日現在） 

 

 

１． 事業所の概要 

事業所名 認知症対応型デイサービスひまわり 

開設年月日 平成３０年８月１５日 

所在地 高知市塚ノ原３３－１ 

電話番号 ０８８－８４３－５６６０ 

ファックス番号 ０８８－８４３－５２７７ 

管理者氏名 尾﨑 俊幸 

介護保険指定番号 第３９７０１００５６０号 

 

２． 営業日時及びサービス提供時間 

🔶営業日         月曜日 ～ 土曜日（祝祭日・年末年始は営業） 

🔶営業時間       ９：００ ～ １９：００ 

🔶サービス提供時間帯 １０：００ ～ １８：００ 

🔶利用者及び家族が希望し、担当介護支援専門員が必要と認め、かつ認知症対応型通所介

護計画書に位置づけられている場合においては、通常の営業時間及びサービス提供時間を

超えた時間外、延長サービスを提供するものとする。 

 

３．事業所の運営方針 

 利用者がその持っている能力に応じて自立した日常生活を営むことのできるよう家庭的

な環境の下で、入浴、排泄、食事等の介護その他の日常生活上のお世話や健康管理等を行

います。また、関係市町村、地域の保健、福祉サービスとの綿密な連携を図り、総合的な

サービスの提供に努めます。 

 

４．事業所の職員体制   

職 種 職務内容 
人員数(1 ユニッ

ト) 

 

管理者 

 

 

従業者および業務の管理   

 

１名（兼） 

 

介護従業者 

 

介護その他の日常生活上のお世話、食事 

の提供、機能訓練等 

 

１名以上 

 ※職員の研修体制 

  ① 採用時研修   ② 継続研修随時 

 

５．利用定員     1 日/３名 

 

６．サービス内容 

① 入浴、排泄、食事等の介護、その他の日常生活上のお世話、機能訓練 

② 相談援助サービス 

③ 日常の健康管理、通常時及び特に利用者の状態悪化時における医療機関との連絡調整

等 

④ その他、サービスの提供に必要と認められる援助 



７．サービス利用にあたっての留意事項 

 ① 事業所内の設備、器具は本来の用法に従って利用下さい。 

   これに反したご利用により破損等が生じた場合、弁償していただく場合があります。 

② 事業所内及び敷地内は、禁煙です。 

③ 騒音等他の入居者の迷惑になる行為はご遠慮願います。 

④ 多額の現金や貴重品は管理致しかねます。 

⑤ 他の入居者や従業者等に対する宗教活動等はご遠慮下さい。 

 

８．相談窓口、苦情対応 

(１)サービスに関する相談や苦情については、次の窓口で対応いたします。 

 

事業所相談窓口 

電話番号 ： ０８８－８４３－５６６０ 

ＦＡＸ番号： ０８８－８４３－５２７７ 

管 理 者： 尾﨑 俊幸     

対応時間 ： ８：３０ ～ １７：３０ 

 

 (２)円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制・手順 

 ・苦情があった場合は、迅速に相談担当者が相手の方に連絡を取り、面談により詳しく事情

を聞くと共に、担当者からも事情を聴取します。 

 ・相談担当者が必要あると判断した場合は、開設者を含めて検討会議を行います。 

（検討会議を行わない場合も、必ず開設者に処理結果を報告します。） 

 ・検討結果を受け、早急に利用者又はその家族に説明や謝罪を行う等、具体的な対応を実施

します。 

 ・記録を台帳に保管し、再発防止に役立てます。 

 

(３)公的機関に対しても苦情の申し立てができます。 

 

高知市介護保険相談窓口  

高知市役所介護保険課 

所 在 地  : 高知市本町５丁目１番４５号 

電話番号  : ０８８－８２３－９９７２ 

ＦＡＸ番号 : ０８８－８２４－８３９０ 

対応時間  : ８：３０ ～ １７：１５ 

高知県国民健康保険団体

連合会（国保連） 

所 在 地  : 高知市丸ノ内２丁目６番５号連合会 

電話番号  : ０８８－８２０－８４１０・８４１１ 

ＦＡＸ番号 : ０８８－８２０－８４１３ 

対応時間  : ９：００ ～ １６：００ 

 

８．第三者による評価の実施状況について 

・２年毎に第三者による評価実施しており公表しています 

 

９．介護サービス情報の公表について 

  ・情報公表を行っています。 

 


